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１．はじめに                                 

現在の地方公共団体の会計は、予算の適正かつ確実な執行に資する現金主義が採用され

ています。 

これに対し、地方公会計制度は、「現金主義・単式簿記」によるこれまでの地方公共団体

の会計制度に「発生主義・複式簿記」といった企業会計的要素を取り込むことにより、現金

主義では見えにくいコスト情報や資産・負債といったストック情報の把握を可能とし、地方

公共団体の財政状況等をわかりやすく開示するとともに、資産・債務の適正管理や有効活用

につなげるものです。 

 地方公会計の整備については、平成１８年に総務省から「基準モデル」及び「総務省方式

改訂モデル」が示され、各地方公共団体において財務書類の作成を進めてきました。 

しかし、財務書類の作成方法が複数あるため、各地方公共団体間での比較が困難であるこ

とや多くの地方公共団体において既存の決算統計データを活用した簡便な作成方法である

総務省改訂モデルが採用され、本格的な複式簿記の導入や固定資産台帳の整備が不十分で

あるといった課題がありました。 

このため、総務省において平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」

が公表され、平成２９年度までの３年間にすべての地方公共団体において作成することと

なりました。 

富谷市では、平成２１年度決算から「総務省方式改訂モデル」に基づき財務書類の作成・

公表を行っておりましたが、平成２８年度決算から「統一的な基準」による財務書類を作成・

公表することといたしました。 

 

２．対象会計範囲                           

 一般会計等 一般会計 

 全   体 ・「一般会計等」 

・地方公営企業会計 

…水道事業会計 

・特別会計 

…国民健康保険特別会計, 介護保険特別会計,  

後期高齢者医療特別会計 

 

※下水道事業特別会計は、令和２年度からの地方公営企業法適用に向け

て固定資産台帳整備等の作業中であるため、総務省の指針に基づき、連

結対象から除外しています。 

 連   結 ・「全体」 

・一部事務組合・広域連合 

  …吉田川流域溜池大和町外３市３ヶ町村組合, 黒川地域行政事務組



合, 宮城県市町村職員退職手当組合, 宮城県市町村自治振興センタ

ー,宮城県非常勤消防団員補償報償組合, 宮城県後期高齢者医療広域

連合 

 

３．財務書類について                        

●貸借対照表 

貸借対照表は、会計年度末時点で、地方公共団体がどのような資産を保有しているのか

と、その資産がどのような財源でまかなわれているのかを、対照表示した財務書類です。

貸借対照表により、会計年度末における地方公共団体の財政状態（資産・負債・純資産と

いったストック項目の残高）を読み取ることができます。 

「資産」は、①将来の資金流入をもたらすもの、②将来の行政サービス提供能力を有す

るものに整理されます。「負債」とは、将来、債権者に対する支払いや返済により地方公

共団体から資金流出をもたらすものであり、地方債がその主たる項目です。また「純資産」

は、資産と負債の差額ですが、民間企業のように資本の獲得等に関する取引の結果ではあ

りません。 

 

●行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的な行政活動

に係る費用（経常的な費用）と、その行政活動と直接の対価性のある使用料・手数料など

の収益（経常的な収益）を示した財務書類です。これにより、その差額として地方公共団

体の一会計期間中の行政活動のうち、資産形成に結びつかない経常的な活動について税

収等でまかなうべき行政コスト（純経常費用：純経常行政コスト）が明らかになります。 

 

●純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、１年間でど

のように変動したかを表す財務書類です。 

純資産変動計算書においては、地方税、地方交付税などの一般財源、国県支出金などの

特定財源が純資産の増加要因として直接計上され、行政コスト計算書で算出された純経

常費用（純経常行政コスト）が純資産の減少要因として計上されることなどを通じて、１

年間の純資産総額の変動を把握することができます。 

 

●資金収支計算書 

資金収支計算書は、一会計期間における地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金

の流れを性質の異なる三つの活動に分けて表示した財務書類です。現金等の収支の流れ

を表したものであることから、キャッシュ・フロー計算書とも呼んでいます。 

 



（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 59,790 ※ 固定負債 5,918

有形固定資産 55,547 ※ 地方債 5,918
事業用資産 37,551 長期未払金 0

土地 25,053 退職手当引当金 -
立木竹 189 損失補償等引当金 -
建物 23,857 その他 -
建物減価償却累計額 △ 12,228 流動負債 1,080
工作物 2,302 1年内償還予定地方債 438
工作物減価償却累計額 △ 1,624 未払金 1
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 200
航空機 - 預り金 441
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 6,998
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 2 固定資産等形成分 64,438

インフラ資産 17,915 余剰分（不足分） △ 5,770
土地 3,454
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 33,933
工作物減価償却累計額 △ 19,484
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 12

物品 451
物品減価償却累計額 △ 369

無形固定資産 1
ソフトウェア 1
その他 0

投資その他の資産 4,242
投資及び出資金 641 ※

有価証券 16
出資金 30
その他 596

投資損失引当金 -
長期延滞債権 108
長期貸付金 143
基金 3,355

減債基金 5
その他 3,350

その他 -
徴収不能引当金 △ 6

流動資産 5,876 ※

現金預金 1,251
未収金 40
短期貸付金 18
基金 4,575

財政調整基金 4,575
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 7 58,668

65,666 65,666

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



（単位：百万円）

経常費用 14,168 ※

業務費用 9,257 ※

人件費 2,446 ※

職員給与費 2,079
賞与等引当金繰入額 200
退職手当引当金繰入額 -
その他 166

物件費等 6,693
物件費 4,125
維持補修費 1,155
減価償却費 1,413
その他 -

その他の業務費用 117
支払利息 43
徴収不能引当金繰入額 10
その他 64

移転費用 4,911
補助金等 1,373
社会保障給付 2,646
他会計への繰出金 883
その他 9

経常収益 555
使用料及び手数料 109
その他 446

純経常行政コスト △ 13,613
臨時損失 234

災害復旧事業費 234
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 73
資産売却益 73
その他 -

純行政コスト △ 13,774

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 金額



（単位：百万円）

前年度末純資産残高 59,639 ※ 65,252 △ 5,614

純行政コスト（△） △ 13,774 △ 13,774

財源 12,730 12,730

税収等 9,475 9,475

国県等補助金 3,255 3,255

本年度差額 △ 1,044 △ 1,044

固定資産等の変動（内部変動） △ 887 887

有形固定資産等の増加 269 △ 269

有形固定資産等の減少 △ 1,413 1,413

貸付金・基金等の増加 898 △ 898

貸付金・基金等の減少 △ 641 641

資産評価差額 0 0

無償所管換等 73 73

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 971 △ 814 △ 156 ※

本年度末純資産残高 58,668 64,438 △ 5,770

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 12,648

業務費用支出 7,737
人件費支出 2,298
物件費等支出 5,285
支払利息支出 43
その他の支出 111

移転費用支出 4,911
補助金等支出 1,373
社会保障給付支出 2,646
他会計への繰出支出 883
その他の支出 9

業務収入 12,984
税収等収入 9,475
国県等補助金収入 2,946
使用料及び手数料収入 109
その他の収入 454

臨時支出 234
災害復旧事業費支出 234
その他の支出 -

臨時収入 21
業務活動収支 123
【投資活動収支】

投資活動支出 901
公共施設等整備費支出 213
基金積立金支出 597
投資及び出資金支出 34
貸付金支出 57
その他の支出 -

投資活動収入 708
国県等補助金収入 288
基金取崩収入 280
貸付金元金回収収入 67
資産売却収入 73
その他の収入 -

投資活動収支 △ 193
【財務活動収支】

財務活動支出 711
地方債償還支出 711
その他の支出 -

財務活動収入 496
地方債発行収入 496
その他の収入 -

財務活動収支 △ 215
△ 285
1,095

810

前年度末歳計外現金残高 422
本年度歳計外現金増減額 19
本年度末歳計外現金残高 441
本年度末現金預金残高 1,251

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成３１年４月１日
至　令和２年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



(3) 有形固定資産等の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　　　 ８年～50年
　　　　工作物　　５年～60年
　　　　物品　　　 ２年～20年
②　無形固定資産（リース資産は除きます。）・・・定額法
　　（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及び
リース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナス・リース取引を除きます。）
　　・・・・・・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(4) 引当金の計上基準及び算定方法
①　投資損失引当金
 　　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価格が
著しく低下した場合における実質価格と取得価格との差額を計上しています。
②　徴収不能引当金
 　 未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計
上しています。
③　退職手当引当金
 　 退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支
給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち富谷市へ按分される額を加
算した額を控除した額を計上しています。
　　ただし、退職手当組合積立額が退職手当債務を超過しているため、基金（その他）に計上しておりま
す。

④　損失補償等引当金
　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法
律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
⑤　賞与等引当金
 　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に
ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

一般会計等財務書類　注記

１．重要な会計方針
(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア  昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・再調達原価
　　 ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。
　イ  昭和60年以後に取得したもの
　　 取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価
　　 取得価格が不明なもの・・・・・・・・・・・・・再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。
②　無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　 取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価
　 取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

(2) 有価証券等の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法）
②　満期保有目的以外の有価証券
　ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　イ　市場価格のないもの・・・・・・・・・・・取得原価
③　出資金
　ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　イ　市場価格のないもの・・・・・・・・・・・出資金額



宮城県信用保証協会

 重要な係争中の訴訟はありません。
(3) その他主要な偶発債務

その他主要な偶発債務はありません。

101百万円 ― ― 101百万円

(2) 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

４．偶発債務
(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況
他の団体の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。

団体（会計）名 確定債務額
履行すべき額が確定していない損失保証

総額損失補償引当金計
上額

貸借対照表未計上
額

(3) 地方財政制度の大幅な改正
 地方財政制度の大幅な改正はありません。

(4) 重大な災害等の発生
 令和元年10月12日から13日に発生した令和元年東日本台風により、田畑、河川、道路等において多
大な被害を受け、臨時損失として災害復旧費用が生じました。

(5) その他重要な後発事象
 その他重要な後発事象はありません。

３．重要な後発事象
(1) 主要な業務の改廃

 主要な業務の改廃はありません。
(2) 組織・機構の大幅な変更

 組織・機構の大幅な変更はありません。

(1) 会計方針の変更
　重要な会計方針の変更はありません。

(2) 表示方法の変更
 重要な表示変更はありません。

(3) 資金収支計算書における資金の範囲の変更
 重要な資金の範囲の変更はありません。

(6) 資金収支計算書における資金の範囲
 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物
 なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んで
います。

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①　物品及びソフトウェアの計上基準
　　物品については、取得価格又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計
上しています。
 　 ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。
②　資本的支出と修繕費の区分基準
　　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるときに修繕費として処理して
います。

２．重要な会計方針の変更等

(5) リース取引の処理方法
①　ファイナンス・リース取引
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が
300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます）
　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。



　　繰替運用は行っておりません。

9,276 百万円
843 百万円

6,879 百万円
9,437 百万円

122 百万円
9,286 百万円

⑥　地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額
 ― 百万円

(3) 純資産変動計算書に係る事項
純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

 ① 固定資産等形成分
　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。
 ② 剰余分（不足分）
　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

標準財政規模
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額
将来負担額
充当可能基金額
特定財源見込額
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

④　地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれ
ることが見込まれる金額
    　9,286百万円

⑤　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。
項目 金額

事業用資産　土地　630百万円
令和2年3月31日時点における売却可能価格を記載しています。
売却可能価格は、路線価における評価方法によっています。

②　減債基金に係る積立不足の有無及び不足額
積立不足はありません。

③　基金借入金（繰替運用）の内容

(2) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
①　売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

 ア　範囲
普通財産のうち活用が図られていない公共財産
 イ　内訳

1,284百万円 ―百万円 ―百万円

⑧　過年度修正等に関する事項
　過年度修正はありません。

⑥　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
 54百万円

⑦　繰越事業に係る将来の支出予定額
繰越明許費 事故繰越額 継続費の逓次繰越額

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
―　 ―　 -2.00% ―　

①　一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
 一般会計

②　一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異はありません。

③　地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間にお
ける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

④　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

⑤　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。

５．追加情報
(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項



②　一時借入金
資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。
なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。
　一時借入金の限度額　　300百万円
　一時借入金の利子　　　 　 ０百万円

③　重要な非資金取引
重要な非資金取引はありません。

(4) 資金収支計算書に係る事項
①　基礎的財政収支

 561百万円
 資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支を合算して算出してい
ます。



（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 65,051 ※ 固定負債 8,742

有形固定資産 60,353 地方債等 6,767
事業用資産 37,551 長期未払金 0

土地 25,053 退職手当引当金 0
土地減損損失累計額 0 損失補償等引当金 0
立木竹 189 その他 1,975
立木竹減損損失累計額 0 流動負債 1,241
建物 23,857 1年内償還予定地方債等 516
建物減価償却累計額 △ 12,228 未払金 70
建物減損損失累計額 0 未払費用 0
工作物 2,302 前受金 0
工作物減価償却累計額 △ 1,624 前受収益 0
工作物減損損失累計額 0 賞与等引当金 209
船舶 0 預り金 441
船舶減価償却累計額 0 その他 5
船舶減損損失累計額 0 9,983
浮標等 0 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 0 固定資産等形成分 71,245
浮標等減損損失累計額 0 余剰分（不足分） △ 7,065
航空機 0
航空機減価償却累計額 0
航空機減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 2

インフラ資産 22,613
土地 4,139
土地減損損失累計額 0
建物 198
建物減価償却累計額 △ 105
建物減損損失累計額 0
工作物 41,924
工作物減価償却累計額 △ 23,569
工作物減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 26

物品 1,304
物品減価償却累計額 △ 1,115
物品減損損失累計額 0

無形固定資産 1
ソフトウェア 1
その他 0

投資その他の資産 4,697 ※

投資及び出資金 641 ※

有価証券 16
出資金 30
その他 596

投資損失引当金 0
長期延滞債権 189
長期貸付金 144
基金 3,743 ※

減債基金 5
その他 3,739

その他 0
徴収不能引当金 △ 20

流動資産 9,112 ※

現金預金 2,995
未収金 144
短期貸付金 18
基金 5,953

財政調整基金 5,953
減債基金 0

棚卸資産 12
その他 4
徴収不能引当金 △ 13

繰延資産 0 64,180

74,163 74,163

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計



（単位：百万円）

経常費用 21,209 ※

業務費用 10,531 ※

人件費 2,557 ※

職員給与費 2,180
賞与等引当金繰入額 209
退職手当引当金繰入額 0
その他 167

物件費等 7,790 ※

物件費 4,365
維持補修費 1,244
減価償却費 1,594
その他 586

その他の業務費用 185
支払利息 62
徴収不能引当金繰入額 34
その他 89

移転費用 10,677
補助金等 7,856
社会保障給付 2,647
他会計への繰出金 165
その他 9

経常収益 1,631 ※

使用料及び手数料 1,011
その他 621

純経常行政コスト △ 19,577 ※

臨時損失 234
災害復旧事業費 234
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 0
損失補償等引当金繰入額 0
その他 0

臨時利益 151
資産売却益 73
その他 78

純行政コスト △ 19,661 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 金額



（単位：百万円）

前年度末純資産残高 65,111 71,845 △ 6,734

純行政コスト（△） △ 19,661 △ 19,661

財源 18,656 ※ 18,656 ※

税収等 11,755 11,755

国県等補助金 6,902 6,902

本年度差額 △ 1,004 ※ △ 1,004 ※

固定資産等の変動（内部変動） △ 673 ※ 673 ※

有形固定資産等の増加 502 △ 502

有形固定資産等の減少 △ 1,429 1,429

貸付金・基金等の増加 1,104 △ 1,104

貸付金・基金等の減少 △ 849 849

資産評価差額 0 0

無償所管換等 73 73

その他 0 0 0

本年度純資産変動額 △ 931 △ 600 △ 331

本年度末純資産残高 64,180 71,245 △ 7,065

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 19,571

業務費用支出 8,894
人件費支出 2,409
物件費等支出 6,279
支払利息支出 62
その他の支出 144

移転費用支出 10,677
補助金等支出 7,856
社会保障給付支出 2,647
他会計への繰出支出 165
その他の支出 9

業務収入 20,004
税収等収入 11,881
国県等補助金収入 6,592
使用料及び手数料収入 1,013
その他の収入 518

臨時支出 234
災害復旧事業費支出 234
その他の支出 0

臨時収入 100
業務活動収支 298 ※

【投資活動収支】
投資活動支出 1,199

公共施設等整備費支出 363
基金積立金支出 745
投資及び出資金支出 34
貸付金支出 57
その他の支出 0

投資活動収入 831 ※

国県等補助金収入 288
基金取崩収入 386
貸付金元金回収収入 67
資産売却収入 73
その他の収入 18

投資活動収支 △ 368
【財務活動収支】

財務活動支出 787
地方債償還支出 787
その他の支出 0

財務活動収入 496
地方債発行収入 496
その他の収入 0

財務活動収支 △ 291
△ 361
2,915
2,554

前年度末歳計外現金残高 422
本年度歳計外現金増減額 19
本年度末歳計外現金残高 441
本年度末現金預金残高 2,995

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成３１年４月１日
至　令和２年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



全体財務書類　注記

（５）　リース取引の処理方法
 ①　ファイナンス・リース取引
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が３００万円以下
のファイナンス・リース取引を除きます）
　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（６）　連結資金収支計算書における資金の範囲
 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物
 なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

（７）採用した消費税等の会計処理

①　投資損失引当金
 　　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価格が著しく低下し
た場合における実質価格と取得価格との差額を計上しています。
②　徴収不能引当金
 　 未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上していま
す。
③　退職手当引当金
 　 退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の
総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち富谷市へ按分される額を加算した額を控除した額を計
上しています。
　　ただし、退職手当組合積立額が退職手当債務を超過しているため、基金（その他）に計上しております。
④　損失補償等引当金
　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定す
る将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
⑤　賞与等引当金
 　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それ
ぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

１．重要な会計方針
　（１）　有形固定資産等の評価基準及び評価方法
　　　①　有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　　　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　　　ア  昭和５９年度以前に取得したもの・・・・・再調達原価
　　　　　 ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。
　　　　イ  昭和６０年度以後に取得したもの
　　　　　 取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価
           取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価
　　　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。
　　　②　無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　　　　 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　　　 取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価
　 　　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

（２）　有価証券等の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法）
② 満期保有目的以外の有価証券
　ア. 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格
　　　                                       （売却原価は移動平均法により算定）
　イ. 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・取得原価
③ 出資金
　ア. 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格
　　　                                       （売却原価は移動平均法により算定）
　イ. 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・出資金額

（３）　有形固定資産等の減価償却の方法
 ①　有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　　　 ８～５０年
　　　　工作物　　５～６０年
　　　　物品　　　 ２～２０年
　②　無形固定資産（リース資産は除きます。）・・・定額法
　③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１
件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナス・リース取引を除きます。）
　　・・・・・・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

（４）　引当金の計上基準及び算定方法



宮城県信用保証協会

連結の方法
―
全部連結
全部連結
全部連結
全部連結

　　　（３）　表示単位未満の取扱い
　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

水道事業会計 公営事業会計 ―
①地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。
　　ただし、地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、当該規定等の適用に向け
た作業に着手しているもの（平成29年度までに着手かつ集中取組期間内に当該規定等を適用するものに限りま
す。）については、連結対象会計の対象外としています。したがって、一般会計等における他会計への繰出金等が内
部相殺されない場合があります。
　　　下水道事業会計　　他会計繰入金　　157百万円

　　　（２）　出納整理期間
　地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払
い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
　なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間に現金の受払い等
があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

介護保険特別会計 特別会計 ―
後期高齢者医療特別会計 特別会計 ―

一般会計 一般会計 ―
国民健康保険特別会計 特別会計 ―

団体（会計）名 区分 比例連結割合

101百万円 ― ― 101百万円

(2) 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの
 重要な係争中の訴訟はありません。

(3) その他主要な偶発債務
その他主要な偶発債務はありません。

５．追加情報
（１）　連結対象団体（会計）の一覧及び連結の方法

４．偶発債務
（１）　保証債務及び損失補償債務負担の状況
　　　他の団体の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。

団体（会計）名 確定債務額
履行すべき額が確定していない損失保証債務

総額
損失補償引当金計上 貸借対照表未計上額

３．重要な後発事象
（１）　主要な業務の改廃

 主要な業務の改廃はありません。
（２）　組織・機構の大幅な変更

 組織・機構の大幅な変更はありません。
（３）　地方財政制度の大幅な改正

 地方財政制度の大幅な改正はありません。
（４）　重大な災害等の発生

 令和元年10月12日から13日に発生した令和元年東日本台風により、田畑、河川、道路等において多大な被害を受
け、臨時損失として災害復旧費用が生じました。

（５）　その他重要な後発事象
 その他重要な後発事象はありません。

 消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２．重要な会計方針の変更等
　　重要な会計方針の変更はありません。



（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 70,405 ※ 固定負債 11,685

有形固定資産 63,390 地方債等 7,223
事業用資産 40,423 長期未払金 0

土地 25,169 退職手当引当金 2,431
土地減損損失累計額 0 損失補償等引当金 0
立木竹 189 その他 2,031
立木竹減損損失累計額 0 流動負債 1,393 ※

建物 28,210 1年内償還予定地方債等 636
建物減価償却累計額 △ 14,372 未払金 73
建物減損損失累計額 0 未払費用 0
工作物 3,890 前受金 0
工作物減価償却累計額 △ 2,680 前受収益 0
工作物減損損失累計額 0 賞与等引当金 237
船舶 0 預り金 441
船舶減価償却累計額 0 その他 5
船舶減損損失累計額 0 13,078
浮標等 0 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 0 固定資産等形成分 74,845
浮標等減損損失累計額 0 余剰分（不足分） △ 8,105
航空機 0 他団体出資等分 0
航空機減価償却累計額 0
航空機減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 17

インフラ資産 22,613
土地 4,139
土地減損損失累計額 0
建物 198
建物減価償却累計額 △ 105
建物減損損失累計額 0
工作物 41,924
工作物減価償却累計額 △ 23,569
工作物減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 26

物品 1,696
物品減価償却累計額 △ 1,342
物品減損損失累計額 0

無形固定資産 1
ソフトウェア 1
その他 0

投資その他の資産 7,014 ※

投資及び出資金 641 ※

有価証券 16
出資金 30
その他 596

長期延滞債権 189
長期貸付金 144
基金 6,061

減債基金 5
その他 6,056

その他 0
徴収不能引当金 △ 20

流動資産 9,413 ※

現金預金 3,107
未収金 192
短期貸付金 18
基金 6,047

財政調整基金 6,047
減債基金 0

棚卸資産 12
その他 52
徴収不能引当金 △ 13

繰延資産 0 66,740

79,818 79,818

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

連結貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：百万円）

経常費用 24,500 ※

業務費用 11,481
人件費 2,928

職員給与費 2,516
賞与等引当金繰入額 237
退職手当引当金繰入額 0
その他 175

物件費等 8,279
物件費 4,537
維持補修費 1,355
減価償却費 1,801
その他 586

その他の業務費用 274
支払利息 68
徴収不能引当金繰入額 34
その他 172

移転費用 13,018
補助金等 10,190
社会保障給付 2,647
他会計への繰出金 172
その他 9

経常収益 1,970
使用料及び手数料 1,291
その他 679

純経常行政コスト △ 22,530
臨時損失 397

災害復旧事業費 234
資産除売却損 163
損失補償等引当金繰入額 0
その他 0

臨時利益 151
資産売却益 73
その他 78

純行政コスト △ 22,776

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 金額



（単位：百万円）

前年度末純資産残高 67,369 77,319 △ 9,950 0

純行政コスト（△） △ 22,776 △ 22,776 0

財源 21,467 21,467 0

税収等 13,852 13,852 0

国県等補助金 7,615 7,615 0

本年度差額 △ 1,309 △ 1,309 0

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 0

無償所管換等 110

他団体出資等分の増加 0

他団体出資等分の減少 0

比例連結割合変更に伴う差額 0

その他 570

本年度純資産変動額 △ 629 △ 2,474 1,845 0

本年度末純資産残高 66,740 74,845 △ 8,105 0

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分



（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支
△ 301
2,967

0
2,665 ※

前年度末歳計外現金残高 423
本年度歳計外現金増減額 19
本年度末歳計外現金残高 441 ※

本年度末現金預金残高 3,107 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額
本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成３１年４月１日
至　令和２年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



（６）　連結資金収支計算書における資金の範囲
 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物
 なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

（７）採用した消費税等の会計処理
 消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

（４）　引当金の計上基準及び算定方法
①　投資損失引当金
 　　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価格が著しく低下した場
合における実質価格と取得価格との差額を計上しています。
②　徴収不能引当金
 　 未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
③　退職手当引当金
 　 退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を
控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち富谷市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上していま
す。
　　ただし、退職手当組合積立額が退職手当債務を超過しているため、基金（その他）に計上しております。
④　損失補償等引当金
　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来
負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
⑤　賞与等引当金
 　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ
本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（５）　リース取引の処理方法
 ①　ファイナンス・リース取引
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が３００万円以下のファ
イナンス・リース取引を除きます）
　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（２）　有価証券等の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法）
② 満期保有目的以外の有価証券
　ア. 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格
　　　                                       （売却原価は移動平均法により算定）
　イ. 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・取得原価
③ 出資金
　ア. 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格
　　　                                       （売却原価は移動平均法により算定）
　イ. 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・出資金額

（３）　有形固定資産等の減価償却の方法
 ①　有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　　　８～５０年
　　　　工作物　　５～６０年
　　　　物品　　　２～２０年
　②　無形固定資産（リース資産は除きます。）・・・定額法
　③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あた
りのリース料総額が３００万円以下のファイナス・リース取引を除きます。）
　　・・・・・・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

連結財務書類　注記

１．重要な会計方針
　（１）　有形固定資産等の評価基準及び評価方法
　　　①　有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　　　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　　　ア  昭和５９年度以前に取得したもの・・・・・再調達原価
　　　　　 ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。
　　　　イ  昭和６０年度以後に取得したもの
　　　　　 取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価
           取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価
　　　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。
　　　②　無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　　　　 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　　　 取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価
　 　　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・再調達原価



宮城県信用保証協会

連結の方法
― ―

全部連結 ―
全部連結 ―
全部連結 ―
全部連結 ―

比例連結 8.83%

比例連結 24.50%
35.20%
36.10%
10.40%
10.40%

比例連結 ―
比例連結 1.20%
比例連結 2.58%
比例連結 1.87%

1.36%

　地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等
を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
　なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間に現金の受払い等が
あった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

　　　（３）　表示単位未満の取扱い
　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

（事業会計）
①地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。
　　ただし、地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、当該規定等の適用に向けた作
業に着手しているもの（平成29年度までに着手かつ集中取組期間内に当該規定等を適用するものに限ります。）について
は、連結対象会計の対象外としています。したがって、一般会計等における他会計への繰出金等が内部相殺されない場
合があります。
　　　下水道事業会計　　他会計繰入金　　157百万円

②一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。

　　　（２）　出納整理期間

宮城県市町村自治振興センター 一部事務組合・広域連合
宮城県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 （普通会計）

宮城県市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域連合
非常勤消防団員補償報償組合 一部事務組合・広域連合

（病院事業会計）
（訪問看護ステーション事業会計）

（障害支援区分認定審査会特別会計）
（介護認定審査会特別会計）

吉田川流域溜池大和町外３市３
ケ町村組合

一部事務組合・広域連合

黒川地域行政事務組合 一部事務組合・広域連合 （一般会計）

後期高齢者医療特別会計 特別会計
水道事業会計 公営事業会計

国民健康保険特別会計 特別会計
介護保険特別会計 特別会計

団体（会計）名 区分 比例連結割合
一般会計 一般会計

（１）　連結対象団体（会計）の一覧及び連結の方法

 その他重要な後発事象はありません。

４．偶発債務
（１）　保証債務及び損失補償債務負担の状況
　　　他の団体の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。

団体（会計）名 確定債務額
履行すべき額が確定していない損失保証債務等

総額
損失補償引当金計上額

 重要な係争中の訴訟はありません。
(3) その他主要な偶発債務

その他主要な偶発債務はありません。

５．追加情報

貸借対照表未計上額
101百万円 ― ― 101百万円

(2) 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

 組織・機構の大幅な変更はありません。
（３）　地方財政制度の大幅な改正

 地方財政制度の大幅な改正はありません。
（４）　重大な災害等の発生

 令和元年10月12日から13日に発生した令和元年東日本台風により、田畑、河川、道路等において多大な被害を受け、臨
時損失として災害復旧費用が生じました。

（５）　その他重要な後発事象

　　　　重要な会計方針の変更等はありません。

３．重要な後発事象
（１）　主要な業務の改廃

 主要な業務の改廃はありません。
（２）　組織・機構の大幅な変更

２．重要な会計方針の変更等
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